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経営理念

住友林業グループは、公正、信用を重視し

社会を利するという「住友の事業精神」に基づき、

人と地球環境にやさしい「木」を活かし、

人々の生活に関するあらゆるサービスを通じて、

持続可能で豊かな社会の実現に貢献します。
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9つの重要課題と関連するSDGs
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2022年発表：長期ビジョン
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「木」を軸とした住友林業のバリューチェーン ウッドサイクル
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炭素を固定

CO2を吸収

CO2を排出

住友林業のウッドサイクルと木造建築・都市緑化

1,000,000ha

65,000戸
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37％

炭素を固定

CO2を吸収

CO2を排出

7割

363億t

50％

出典：Global Status Report for Buildings and Construction

34％ 33％

15％

住友林業のウッドサイクルと木造建築
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炭素を固定

CO2を吸収

CO2を排出

住友林業のウッドサイクル サーキュラーバイオエコノミーへ

People Planet
Prosperity

EquityClimate Nature

42.0％ by 2030

Net Zero by 2050

RE100  by 2040
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• 自社グループの分析拠点を148拠点に決定

TNFD LEAP分析（2024年）
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• 優先拠点を37拠点に絞り込み
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• 影響と依存のデータベースの情報と、生態学的な繊細さの情報を基に、
影響と依存を評価。
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• 優先拠点37拠点のうち、リスク・機会に対応済みのものを除き、
残存しているリスク・機会を25拠点で分析
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• 分析結果の一部抜粋
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TCFD/TNFD LEAP分析（2023年、2024年）
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事業本部と
主な事業内容

主な移行リスク 主な物理的リスク 主な機会

C
炭素税の導入、環境規制強化によるコスト
増加

災害の激甚化による堅牢な建物への嗜好の
高まりを受けた木材価値低下、売上減少

環境規制強化に伴う環境配慮型住宅への改
修需要増加、木材建材の売上増加

C・N
違法・持続可能でない森林伐採に関連する
法規制の厳格化への対応によるコスト増加

大雨等の水害の激甚化に伴う、または操業
停止による売上減少及び復旧コスト増加

バイオリファイナリー技術及び新製品開発
による売上増加

N
廃棄物・水利用・土壌汚染、土地改変によ
る保護区等への影響に伴う、訴訟発展や法
規制の厳格化への対応コスト増加

周辺地域の水の利用可能量の減少に伴い、
使用可能な水が減少することによる売上減
少

製造工程でのさらなる節水や水利用の削
減・効率化による水調達コスト削減

C
鋼材やコンクリート等建築資材の脱炭素化
技術の進展により長期的かつ相対的に木材
価値が低下し、木造建築物の売上減少

災害の激甚化による堅牢な建物への嗜好の
高まりを受けた木造戸建の売上減少

顧客嗜好や政策変化等による環境配慮型集
合住宅などの売上増加

C・N ―
災害リスク増大に伴う、保険会社への保険
料支払いコスト増加

住宅・施工敷地内での自然共生の機能強化
（緑化、保水・透水舗装、生物多様性に対
する取り組み等）に伴う、プレミアム価格
での販売による売上増加

N

廃棄物・水利用・土壌汚染による周辺のコ
ミュニティや生態系へ悪影響を与えること
に伴う、法規制の厳格化への対応によるコ
スト増加

―

生態系への影響を低減した緑地管理（農薬
や肥料の使用量削減、剪定強度の緩和等）
によるコスト減少（例：グリーンキーピン
グ）

C
炭素税の導入、環境規制強化によるコスト
増加

災害の激甚化による、建築物損壊、工期延
長やサプライチェーン途絶による資材調達
コスト増加

投資家や金融機関のESG需要を受け、中大
規模木造建築市場が拡大

C・N
脱炭素化推進などに向けた木材製品の需要
増加に伴う、木材調達価格の高騰によるコ
スト増加

自然災害リスクの増大に伴う、工事中物件
の保険料支払いコスト増加

住宅・施工敷地内での自然共生の機能強化
（緑化、保水・透水舗装、生物多様性に対
する取り組み等）に伴う、自然環境を重視
する新規顧客獲得による売上増加

N
環境負荷低減技術の導入遅れに伴う、汚染
対策コスト増加

―
建築時の効率的な建築手法（パネル化・ト
ラス化）の促進によるコスト減少

C
炭素税導入、環境規制強化に伴う省エネ重
機導入コスト増加

平均気温の上昇による森林火災増加、木材
調達と再造林のコスト増加

脱炭素政策強化による再エネ需要増加、バ
イオマス由来のエネルギー事業の売上増加

C・N
木質バイオマス原料・PKSの認証取得推進
に関する政策導入に伴う、法規制の厳格化
への対応によるコスト増加

森林火災・土砂災害に伴う、操業停止によ
る売上減少

森林・泥炭地管理、森林ファンド運営の推
進に伴う、カーボンクレジットの創出によ
る売上増加

N
先住民族や地域住民の権利を侵害した木材
生産に対する地域コミュニティ・NGOから
の批判に伴う、計画外停止による売上減少

―
生物多様性クレジットのルールメイキング
参画を通じたクレジット市場推進による売
上増加

生活サービス事業
（老人ホーム運営
・保険業ほか）

C
ガソリン車から電気自動車へのシフトに伴
うガソリンカード事業の売上減少

災害の激甚化による、保有施設の改修・
BCP対応コスト増加

災害の激甚化による保険加入者、契約期間
短縮、更新頻度増加、売上増加

資源環境事業

（森林経営、
バイオマス発電）

木材建材事業

（木材・建材の
流通・製造）

住宅事業

（日本国内の注文住宅、
分譲住宅、緑化）

建築・不動産事業

（海外の戸建事業、
建材製造、および

国内外の不動産開発）

• 2018年から実施してきた

TCFDのシナリオ分析の結果

と照らし合わせ、Climate、

Natureのリスクと機会の多

くが重なっていることを確認

• 投資家向け情報発信を意識し

統合した開示を試行

• 対応策についても、区別せず

に議論を進めている

• 「機会」への対応、「移行計

画」が課題
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ネイチャー関連のパイロットプロジェクトを実施中

<#>

～プロセスマネジメントからアウトカムの確認へ～
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木材調達委員会の背景

1992年 国連環境開発会議（地球サミット）開催

気候変動枠組み条約、生物多多様性枠組み条約

⇒ 法的拘束力のない「森林原則声明」採択

2000年 九州・沖縄サミット開催（違法伐採対策の重要性）

2005年 G7グレンイーグルスサミット 違法伐採への対策を決議

2005年 木材調達基準を制定

2006年 グリーン購入法に木材・木材製品が追加

（合法性証明制度、林野庁ガイドライン等が整備される）

2007年 木材調達理念・方針を公表

～2009年 輸入材の合法性を確認

～2012年 合法性以外に環境や社会への配慮を確認

2015年 「木材調達方針」から「調達方針」へ

2016年 クリーンウッド法成立（2017年5月20日施行）

～2021年 持続可能な木材の調達100％へ

2023年 欧州森林破壊防止規則（EUDR）発効

2008年 米国レイシー法改正
2010年 EU木材規制法可決（2013年施行）

2014年 豪州違法伐採禁止法施行
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建築資材調達にまつわる業界動向

2020年8月28日（日刊工業新聞朝刊） 2020年8月24日（日経新聞夕刊）
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木材調達マネジメントの推進体制

木材調達委員会の設置（2007年～）

住友林業グループ調達方針

• 木材以外の調達も含めた調達活動の方針

• 第３項で木材および木材製品について規定

• 持続可能な森林からの調達

• トレーサビリティーの確認

• 合法性に加えて、社会・環境への配慮

持続可能＝環境面：森林減少に寄与しないこと
社会面：労働安全・強制労働・先住民の権利など

人権側面での侵害が認められないこと

①森林認証材及び認証過程材：FSC、PEFC、SGEC

（CoC認証に関わらず出材時の認証を重視し、移行を促す）

②植林木材

③天然林材で、その森林の施業・流通が「持続可能である」と

認められるもの。（転換林由来の材＝森林をオイルパーム農園等に

転換する際に伐採される天然林材は、これに含まれない）

④リサイクル材

「持続可能な木材および木材製品」の考え方（2019年）

2021年9月契約分を最後に、100％を達成



森林と未来のバイオエコノミー
：自然が世界の繁栄に与える貢献の測定

With support from the 
Taskforce on Nature-
related Financial 
Disclosures (TNFD)



森林自然資本プロジェクト
18の林業関連先進企業が管理する38カ国、合計2,300万ヘクター
ル（約5,700万エーカー）の森林が対象
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With support from the 
Taskforce on Nature-related 
Financial Disclosures (TNFD)
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森林セクターを通じたNature Positiveへの取組み
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Forestry Natural Capital プロジェクト

⚫ 2025年11月COP30で発表

⚫ 森林の自然資本の価値を定量評価する試み

⚫ TNFDなどグローバルな開示フレームワークに整合

⚫ 18社の林業会社が統一の基準で指標を開示する計画

⚫ 38か国、2300万ヘクタールの森林が対象

エコシステムサー
ビスカテゴリー

生態系サービス（国連環境経済会計
システムに基づく）

森林自然資本プロジェクト
名

供給サービス 木材供給 持続可能な木材と繊維供給

水供給 水量

調整・維持サービ
ス

グローバル気候調整 カーボン

生息地維持 生息地と生物多様性

土壌と堆積物維持 水質

空気ろ過 大気質

文化的サービス レクリエーション関連およびその
他の文化的サービス

レクリエーション/
文化的活動

～開示「対応」から、ルールづくりへ


